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2027（令和9）年度 平均保険料率に関する論点

≪現状・課題等≫

Ⅰ．現状（2025（令和7）年度決算）

協会けんぽの2025年度決算は、収入が12兆3,406億円、支出が11兆6,611億円、収支差は6,795億円となった。

単年度収支差の前年度比は、保険料収入等による収入の増加額（前年度比+4,881億円）が保険給付費や後期高齢

者支援金等による支出の増加額（同+4,672億円）を上回ったことにより209億円増加した。

保険料収入は、賃上げ等による標準報酬月額の増加や被保険者数の増加により前年度比4,057億円増加した。保

険給付費は医療費の伸びが前年度より高めに推移した影響で前年度比2,818億円増加、拠出金等は後期高齢者支援

金が増加した影響で前年度比1,634億円増加した。

Ⅱ．これまでの協会けんぽ（旧政府管掌健康保険）財政の経緯

（旧政府管掌健康保険時代）

・ 1991（平成3）年度末には積立金が1.5兆円あった（国庫繰延分4,600億円を考慮すると約2兆円となり、実質的

には保険給付費等の5.1ヶ月分に相当）が、中期財政運営（保険料率：8.4％→8.2％、国庫補助率：16.4％

→13.0％）に移行した結果、この積立金は2002（平成14）年度末に枯渇した。

（協会発足以降）

・ 協会発足当時の累積収支赤字解消のため、8.20％でスタートした平均保険料率は2010（平成22）年度から3年連

続で引上げ（2010（平成22）年度：9.34％、2011（平成23）年度：9.50％、2012（平成24）年度：10.00％）。

・ 国においても2010年度から国庫補助率の引上げ（13％→16.4％）による財政健全化の特例措置が講じられ、

2015（平成27）年5月に成立した医療保険制度改革法において、法律に基づき期間の定めなく16.4％の国庫補助

率が維持されることになった。

・ 2026年度は平均保険料率を協会発足以降初めて（旧政府管掌健康保険時代を含めると34年ぶり）引下げを行い

9.9％とした。

１．平均保険料率

1

⇒ P8［参考データ1］



Ⅲ．今後の財政収支見通し

協会けんぽ（医療分）の2025(令和7)年度決算を足元とした収支見通し（2026(令和8)年9月試算）においては、

賃金及び医療費について、複数の伸び率を設定するなど、計15パターンの前提を置いて機械的に試算した。また、

健康保険法上は今後5年（2031(令和13)年まで）の収支見通しを示すこととなっているが、今後の保険料率を議論

するにあたり、より中長期的な視点を踏まえて検討いただくため、今後15年の機械的試算もあわせて示した。

Ⅳ．今後の財政を考える上での留意事項

協会けんぽの今後の財政を見通すに当たっては、近年は比較的堅調な収支が続いているものの、協会けんぽ設立

以来、大半の年度において医療費の伸びが賃金の伸びを上回ってきたこと、現在の不安定な世界情勢が我が国の経

済社会へ与える影響が協会財政にどの程度影響を及ぼすか不透明であることに加え、以下のような要因があること

を念頭に置く必要がある。

（１）保険給付費の増加が見込まれること

① 協会けんぽ加入者の年齢構成の変化や医療の高度化等による保険給付費の継続的な増加

② 診療報酬改定の影響

医療費については、物価や賃金、人手不足等の医療機関等を取りまく環境の変化に対応するため、2026(令和8)

年度診療報酬改定において、診療報酬（本体部分）の改定率が3.09％（2026年度：+2.41％、2027年度：+3.77％）

と高い伸び率とされ、2026年6月以降の医療費に反映されていることなどから、今後の動向を注視する必要がある。

（２）団塊の世代がすべて後期高齢者になったことにより後期高齢者支援金が中長期的に高い負担額のまま推移するこ

とが見込まれること
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⇒ 「協会けんぽ加入者の年齢構成の変化」に関するデータ P10、11、12［参考データ3、4、5］

⇒ 「医療の高度化」に関するデータ P13 ［参考データ6］

⇒ 「2026年3月～7月までの加入者1人あたり医療給付費の伸び率」に関するデータ P14 ［参考データ7］

⇒ P9 ［参考データ2］

⇒ P15、16、17［参考データ8-1、8-2、8-3］



（３）短時間労働者等への被用者保険適用拡大により財政負担が生じること

2025年6月の通常国会で可決成立した「年金制度改革法」において、短時間労働者や個人事業所について新たに

被用者保険の適用対象とすることが盛り込まれている。これらの方々が適用対象となる場合、大半が協会けんぽに

加入することが見込まれるが、その際、協会けんぽに財政負担が生じる。

※ 2024年12月12日開催の第189回社会保障審議会医療保険部会資料によると、短時間労働者等への被用者保険適用拡大による協会けんぽへの

財政影響は、年間510億円（完全施行後）の負担増と試算されている。

（４）保険料収入の将来の推移が予測し難いこと

足元の賃上げによる賃金の上昇が当面は見込まれるものの、今後、保険料収入がどのように推移するか予測する

ことは難しい。

（５）赤字の健保組合の解散が協会けんぽ財政に与える影響が不透明であること

健保連による健康保険組合の2026(令和8)年度予算早期集計では、約7割の組合が赤字を計上している。

今後の見通しとて「物価・賃金の上昇を反映した診療報酬改定等の影響により、医療費の増加が見込まれるとと

もに、現役世代の減少によって高齢者医療への拠出金の負担額がこれまで以上に増加する。」としており、今後、

財政状況の悪化した組合が解散を選択し、被用者保険の最後の受け皿である協会けんぽに移る事態も予想される。

[参考] 健康保険組合の財政状況

○ 協会けんぽの平均保険料率（9.9％）以上の健康保険組合（2026年度予算）

 1,362組合のうち376組合※(27.6％） ※ 単一組合：245/1,108 総合組合：131/254

○ 健康保険組合（全体・単一・総合）と協会けんぽの保険料率の比較（2026年度予算）
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⇒ P18、19［参考データ9-1、9-2］

⇒ P20、21［参考データ10-1、10-2］

協会けんぽ

単一 ：9.20％
総合 ：9.85％

健保組合

9.90%
9.32%

※ 健保連公表資料「2026年度健康保険組合予算編成状況 予算早期集計結果について」から引用



Ⅴ．経済財政運営に関する政府の方針

経済財政運営と改革の基本方針2026（骨太の方針2026）において、以下の方針が示されている。

（関係箇所抜粋）

具体的には、経済・物価動向等に適切に対応し、安心して医療・介護・福祉サービスを受けられる体制を整備す

ることとあわせて、医療・介護を中心とした社会保障制度改革を着実に実行することにより、現役世代の保険料率

の上昇を止め、引き下げていくことを目指す。このため、骨太方針2025と同様、経済・物価動向等を踏まえ、的確

な対応を行いつつ、これまでの歳出改革努力を継続し、2027年度の社会保障負担率が2025年度と比較して上昇しな

いよう取り組む。

医療・介護・障害福祉等の分野の技術の発展と普及を支援し、DX／AX、多職種連携を含むチーム医療等による生

産性の向上と職員配置の柔軟化に向けた一層の取組を図るとともに、経営情報の見える化を進め、経営実態を把握

した上で、物価と賃金の変動に適切に対応し、経営の安定、処遇改善を図りつつ、社会保障制度改革を着実に実行

する。

その際、経済・物価の動向が2026年度診療報酬改定時の見通しから大きく変動し、医療機関等の経営状況に支障

が生じた場合には、令和9年度予算編成過程で診療報酬上の加減算を含む更なる必要な調整を行う。
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Ⅵ．現役世代からの健康づくり（保健事業の一層の推進）

協会けんぽでは、保健事業の充実を図るため、2022(令和4)年10月からLDLコレステロール値に着目した受診勧奨

を開始し、2023(令和5)年度からは生活習慣病予防健診の自己負担の軽減（38％（7,169円）→28％（5,282円））

を実施しているほか、2024(令和6)年度は付加健診の対象年齢の拡大、 2025(令和7)年度はがん検診項目受診後の

受診勧奨を実施するなど、健診・保健指導、重症化防対策の充実・強化を進めている。

今後も現役世代への健康の保持増進のための取組を一層推進する観点から、各種方策を実施する予定としており、

2026年5月に成立した健康保険法の改正により協会の実施する保健事業に係る責務規定が新設されたことも踏まえ

て、今後とも加入者の健康維持・増進に資する事業実施に努めていく。

【2026(令和8)年度】

人間ドック健診に対する補助の開始

➢ 35歳以上の被保険者を対象に一定の項目を網羅した人間ドック健診に対する定額補助（25,000円）を開始する。

若年者を対象とした健診の開始

➢ 35歳以上の被保険者を対象としている生活習慣病予防健診について、新たに20歳、25歳、30歳の被保険者も対象とする。

生活習慣病予防健診の項目等の見直し

➢ 40歳以上の偶数年齢の女性を対象に骨粗鬆症検診を開始する。

【2027(令和9)年度】

被扶養者に対する健診の被保険者並みへの拡充

➢ 被保険者に対する見直し後の人間ドック健診や生活習慣病予防健診と同等の内容に拡充する。
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⇒ P22、23 ［参考データ11-1、11-2］



[参考]

○ 令和8年健康保険法改正により、協会の加入者に対する予防・健康づくりを推進するため、協会が保健事業に

取り組む際の責務として、加入者の年齢・性別・健康状態等の特性に応じたきめ細かい予防・健康づくりを適切

かつ有効に実施していくことが明確化された。

（協会の実施する保健事業）

第七条二の二 協会は、前条第二項第二号に掲げる業務（第六章の規定による保健事業に関するものに限る。第七条の二十九の

二において「保健事業業務」という。）を行うに当たっては、被保険者及びその被扶養者の年齢、性別、健康状態その他の

事情を考慮し、適切かつ有効に行わなければならない。

（保健事業業務の実施状況に係る報告）

第七条の二十九の二 協会は、保健事業業務の実施状況について、毎事業年度、厚生労働大臣に報告しなければならない。

○ 経済財政運営と改革の基本方針2026（骨太方針2026）では、国民のWell-beingの向上と健康寿命の延伸を

図り、誰もが社会の担い手として活躍できる日本を実現するため、「攻めの予防医療」を推進し、健康増進、肥

満症を含む疾病予防、早期発見、早期介入及び行動変容に関係機関が連携して取り組む方針が示された。
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【論点】

➢ 2027(令和9)年度及びそれ以降の保険料率について、どのように考えるか。  

協会けんぽの財政は、収入の面においては、近年は賃上げ等の影響により保険料収入が増加しているが、定率で

負担する社会保険料の額は賃金水準の上昇に比例して伸びることから、事業主や被保険者にとって、その負担感が

増しているとの声がある。 

一方、支出の面においては、今後も加入者の年齢構成の変化や医療の高度化等により保険給付費の継続的な増加

が見込まれるほか、2026（令和8）年度診療報酬改定において、診療報酬（本体部分）の改定率が高い伸び率とさ

れている。

このような状況の中で、来年度及びそれ以降の保険料率のあるべき水準について、どのように考えるか。

（参考）北川理事長発言要旨（2024(令和6)年12月23日 運営委員会）

「できる限り長く、現在の平均保険料率10％を超えないよう、協会けんぽの財政については、引き続き、中長期的に安定

した財政運営を目指すことを基本スタンスとして維持したい。」

（参考）北川理事長発言要旨（2025(令和7)年12月23日 運営委員会）

「協会の基本的な考え方に変わりはないが、運営委員会や支部評議会での議論のほか、政府で進めている全世代型社会保

障の実現に向けた改革や医療保険制度を取り巻く環境、社会・経済情勢などを総合的に勘案し、令和8年度の平均保険料

率は、0.1％の引下げを行い、9.9％にすることとしたい。」
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8.2%
   （1992.4月～）

8.5%
（1997.9月～）

8.2%
（2003.4月～）

（注）1. 1996年度、1997年度、1999年度、2001年度は国の一般会計より過去の国庫補助繰延分の返済があり、これを単年度収支に計上せず準備金残高に計上している。
また、2009年度以前は国庫補助の清算金等があった場合には、これを単年度収支に計上せず準備金残高に計上している。

2. 2003年度は総報酬制（賞与に対しても標準報酬（月収）と同様に保険料を賦課）が導入されたことに伴い保険料率の見直しが行われている。
 それまでの標準報酬ベースの8.5％は、総報酬ベースでは7.5％に相当していたが、8.2％（実質引上げ）とされた。

3. 2010年度～2014年度までの国庫補助率16.4％については財政特例措置期間におけるものとして時限的に対応されていたが、2015年度の健康保険法改正において16.4％で実質恒久化され、
 併せて準備金残高が法定準備金を超えて積み上がっていく場合に新たな超過分の国庫補助相当額を翌年度減額する国庫特例減額措置が設けられた。

保険料率

8.4%
（2010年度）  （2011年度）  （2012年度～） 

9.34%  9.50 % 10.00 %

（1994年度）
・食事療養費
  制度の創設

（1997年度）
・患者負担2割

（2000年度）
・介護保険
  制度導入

（2003年度）
・患者負担3割、
  総報酬制へ移行

（1998・2002・2004・2006・2008年度）
・診療報酬・薬価等のマイナス改定

（2002年10月～）
・老人保健制度の対象年齢引き上げ

（2008年度）
・後期高齢者
医療制度導入

（2016・2018～2024年度）
・診療報酬・薬価等のマイナス改定

単
年
度
収
支
差
（
億
円
）

準
備
金
残
高
（
億
円
）

（注2）

（注3）

単年度収支差と準備金残高等の推移

9.9%
（2026年度～） 

国庫補助率

16.4% 13.0%
   （1992.4月～）

16.4%
   （2010.7月～）

（2010年度～）
・後期高齢者支援金総報酬割1/3導入

（2015年度～）
・後期高齢者支援金総報酬割拡大（2015：1/2、2016：2/3、2017～全面）

（2015年度～）
・国庫特例減額措置の導入

（2024年度）
・前期財政調整に
おける報酬調整
1/3導入

金額ベース参考データ1
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単年度収支差（左軸）

財政特例措置期間

3.9ヵ月分

[年度]

保険給付費等に要する
費用の１ヵ月分相当（右軸）

7.2ヵ月分

6.6ヵ月分

6.0ヵ月分

準備金残高（右軸）

保険給付費＋高齢者医療への拠出金（右軸）

保険料収入（右軸）

準備金1.5兆円に加え、
約4,600億円の国庫繰延
残高があった。これを考

慮すると5.1ヵ月分に相
当する準備金残高を保有
していた。

2008年10月
協会発足



協会けんぽ加入者一人当たり医療費と平均標準報酬月額の伸び率の推移参考データ2
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伸び率
（％）

伸び率
（％）

制度改正
調整後
伸び率

2008 74,343 - 285,145 - -

2009 148,742 - 279,445 ▲2.0 ▲2.0

2010 153,184 ＋3.0 276,175 ▲1.2 ▲1.2

2011 156,400 ＋2.1 275,203 ▲0.4 ▲0.4

2012 158,290 ＋1.2 275,402 ＋0.1 ＋0.1

2013 160,855 ＋1.6 276,224 ＋0.3 ＋0.3

2014 163,930 ＋1.9 278,143 ＋0.7 ＋0.7

2015 170,938 ＋4.3 280,521 ＋0.9 ＋0.9

2016 171,049 ＋0.1 283,550 ＋1.1 ＋0.6

2017 175,332 ＋2.5 285,315 ＋0.6 ＋0.6

2018 178,123 ＋1.6 288,770 ＋1.2 ＋1.2

2019 182,639 ＋2.5 290,748 ＋0.7 ＋0.7

2020 177,470 ▲2.8 290,305 ▲0.2 ▲0.2

2021 191,551 ＋7.9 292,677 ＋0.8 ＋0.8

2022 201,318 ＋5.1 298,627 ＋2.0 ＋1.6

2023 207,444 ＋3.0 304,484 ＋2.0 ＋1.5

2024 210,117 ＋1.3 309,426 ＋1.6 ＋1.6

2025 217,090 ＋3.3 315,259 ＋1.9 ＋1.9

※　2008年度の実績は、2008年10月から2009年3月診療分までの6か月間のみ。
※　2016年度の「制度改正調整後伸び率」は、標準報酬月額の上限改定の影響（＋0.5%）を除いた場合のもの。
※　2022年度及び2023年度の「制度改正調整後伸び率」は、適用拡大の影響（それぞれ＋0.4%、＋0.5%）を除いた場合のもの。

年度
全国健康保険協会
１人当たり医療費

（円）

全国健康保険協会
平均標準報酬月額

（円）
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注１ 2026年以降の加入者数は、将来推計人口（令和５年推計）の年齢階級別人口に、 2025年の年齢階級別協会けんぽ加入率を乗じて算出している。
注２ 今後、高齢者雇用の進展により、60歳代以上の加入者数が上振れする可能性がある。

⚫ 年齢階級別加入者数をみると、2025年度は団塊ジュニア世代を含む50～54歳の階級が最も多くなっている。
⚫ 2025年度時点の年齢階級別協会けんぽ加入率を基に推計（注１）した加入者数をみると、2030年度及び2035年度も団塊ジュニア世代の加入

者数が最も多くなる見込み。
⚫ 一方、65歳以上は退職等の影響（注２）で協会けんぽ加入率が低く、2040年度及び2045年度には団塊ジュニア世代の加入者数が減少する見

込み。

2025年

2030年

2035年

年齢階級別加入者数の推移（５歳階級）参考データ3
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資料 ： 2020年度までは総務省「人口推計」（各年10月1日現在）等、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）

年齢階層別人口の推移参考データ4
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協会けんぽの加入者一人当たり医療給付費を５歳階級別にみると、20歳以上では年齢上昇とともに高くなっており、

55歳以上の階級で20万円を超えている。
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（万円）

協会けんぽの５歳階級別加入者１人当たり医療給付費参考データ5
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医療費の伸びの要因分解参考データ6

13資料：厚生労働省「医療保険に関する基礎資料」（参考情報）



2026年3月から7月までの加入者１人当たり医療給付費は、対前年伸び率＋4.7％（稼働日補正後）となっている。

協会けんぽの加入者一人当たり医療給付費の対前年同月伸び率の推移参考データ7

14
※ 伸び率は稼働日数補正後である。



2026（令和8）年度診療報酬改定の基本方針の概要

資料 ： 厚生労働省保険局医療課「令和8年度診療報酬改定について【全体概要版】令和8年3月10日版」より抜粋

参考データ8-1
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2026（令和8）年度診療報酬改定の基本方針の概要

資料 ： 厚生労働省保険局医療課「令和8年度診療報酬改定について【全体概要版】令和8年3月10日版」より抜粋

参考データ8-2
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過去の診療報酬改定率の推移

（単位：％）

※ 2025年12月4日「第206回社会保障審議会医療保険部会 参考資料1-3」
 厚生労働省保険局医療課「令和8年度診療報酬改定について【全体概要版】令和8年3月10日版」
 に掲載されたデータを元に協会けんぽにおいて作成

(注) 改定率＋3.09％は2026（令和8年度）と2027（令和9）年度の2年度平均（2026年度：＋2.41％、2027年度：＋3.77％）

(注)

参考データ8-3
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資料：2025年6月19日 厚生労働省「第195回社会保障審議会医療保険部会 資料1」より抜粋

被用者保険の適用拡大参考データ9-1
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資料：2024年7月3日 厚生労働省「第16回社会保障審議会年金部会 資料1」より抜粋

適用拡大対象者数参考データ9-2
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資料 ： 2026年4月28日健保連公表資料「令和8年度健康保険組合予算編成状況について」より抜粋

令和8年度健康保険組合予算編成状況参考データ10-1
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資料 ： 2026年4月28日健保連公表資料「令和8年度健康保険組合予算編成状況について」より抜粋

令和8年度健康保険組合予算編成状況 保険料率別組合数参考データ10-2
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保健事業の一層の推進参考データ11-1
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保健事業の一層の推進参考データ11-2
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